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近代清洲林業に於ける日中合弁事業
- 林場権紛争を中心に-

王 大 川

戦後の満洲経済史研究の中で,林業は比較的

豊富な研究蓄積がある｡ その総括的な研究の代

表的なものとして,萩野敏雄 『朝鮮 ｡満洲･台湾

林業発達史論』および外林会満蒙部会編 『満蒙

大陸林業史』があげられる1)｡また,林業会社に

ついては,王子製紙の社史 『王子製紙山林事業

史』に同社の満洲における林業開発の記載があ

るほか,金子文夫 ｢滴洲における大倉財閥｣に

大倉財閥の林業事業について言及されている2)｡

1990年代以降は,南満洲の代表的な林業会社で

あった｢鴨緑江採木公司｣を中心に,塚瀬進,蘇

雲山 ･岩井書弥によって,林業会社の経営につ

いて実証研究が深められるようになった3)｡塚

瀬,蘇･岩井は,満洲林業における日本の投資効

果を,満洲在来の経済機構との関係で考察して

おり,満洲林業の発展において在来の生産と流

通の構造が重要であった点が明らかにされている｡

日本による満洲林業開発を考察する場合,満

洲在来の経済機構との関係を分析することが重

要であることは確かである｡ しかし,日本資本

が清洲林業に進出する前提条件である中国政府

1) 萩野敏雄 『朝鮮 ･満州 ･台湾林業発達史論』林野弘済

会,1965年｡外林会満蒙部会 『満蒙大陸林業史』農林出

版株式会社,1977年｡

2) 王子製紙山林事業史編集委員会 『王子製紙山林事業

史』1976年｡金子文夫 ｢清洲における大倉財閥｣(大倉

財閥研究会編 『大倉財閥の研究』近藤出版社,1982年)

323-4ユ8ページ｡

3) 塚東進 ｢日中合弁鴨緑江採木公司の分析｣『アジア経
済』第31巻第10号,1990年,37-56ページ｡蘇雲山 ｡岩

井書弥 ｢鴨緑江流域における森林開発構造の特質｣『京
都大学農学部演習林報告』第64巻,1992年,128-140

ページ｡蘇霊山 ･岩井害弥 ｢北浦東清鉄道沿線における

森林開発構造の特質｣『京都大学農学部演習林報告』第
65巻,1993年,182-193ページ｡ほかには,菅野直樹

｢鴨緑江採木公司と日本の満州進出｣『国史学』国学院
大学国史学会,第8巻,2000年,45-75ページ｡

の林業政策についての検討も不可欠である｡ 日

本資本は,日露戦後から清洲国成立までに,潤

洲の広域森林地帯に積極的に進出した｡その企

業形態は,すべて日中合弁であり,日本資本は,

満洲国が成立するまで,清朝及び中華民国政府

の林業政策の制約を受けていたのである｡

本稿は,まず ｢林場権｣という森林所有権の

中心的概念に着冒し,清朝および中華民国政府

の清洲における林業政策を検討する｡ また,ア

ジア歴史資料センターが提供する外交史料館所

蔵の史料4)を利用して,従来検討が少ない北浦

洲の日中合弁企業である中東海林実業公司5)を

事例に,林場権をめぐって頻繁に発生した紛争

事件を分析し,中国政府の林業政策が日本によ

る開発に与えた影響を検討する｡

Ⅰ 満洲林業の概況

1 森林概況と清朝時期の開発

満洲の森林は,満洲の四大資源 (農 ･牧 ･

林 ｡鉱)の中でも随一と言われたように,極め

て豊富であった｡1929年の 『清洲産業統計資

料』によると,満洲の森林面積は3646万町,立

木蓄積量151億石であり,それぞれ日本内地の

森林面積の810/0,蓄積量の174%に相当した6)O

樹種も豊富であり,チョウセンマツ,トウヒなど

の針葉樹からシナノキ,ナラなどの潤葉樹まで

4) アジア歴史資料センターのホームページはhttp://

www.jacar.go.jpである｡引用した史料はJACAR (ア

ジア歴史資料 セ ンター)Ref.BO4011191500,Ref.

BO4011192000満州二於ケル木材業関係雑件/中東海林

実業公司第-巻 (1-7-8-020)第二巻 (卜7-8-021)(外

務省外交史料館)0

5) 以下 ｢公司｣と略称する｡

6) 庄田作輔 『満蒙林業事情概要』満蒙智織社,1932年,

17ページ｡
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広く分布していた｡主要な広域森林地帯は,南

満洲では鴨縁江流域一帯,北満洲では総花江 ･

豆満江 ･牡丹江流域 (以下,松 ･豆 ｡牡流域と

略記),中東鉄道東西部沿線7)(以下,中東鉄道

沿線と略記),大小興安嶺方面であった｡また,

1946年の統計によると,清洲は,全中国の森林

面積の60.5%,蓄積量の64.2%を占める中国有

数の森林資源地域である8)｡

満洲の森林は,清朝まで,ほぼ開発されない

ままの状態にあった｡清朝は建国以来,王朝発

祥の地を保護するために,また清洲と接する朝

鮮への国防上の配慮のために,満洲での農牧,

狩猟,採鉱,林業の一切を禁止する ｢四禁の

策｣をとっていた｡しかし,清朝中期になると,

山東省,直隷省 (現在の河北省)から満洲への

移民が増加し,この封禁政策も徐々に緩和され

るようになり,農地開墾や生活需要に応じた森

林伐採が行われるようになった｡そして,嘉慶

年間 (1796-1819年)に清朝政府による組織的

な林業開発が開始した｡それは,｢伐木山場制

度｣と呼ばれる｡ 伐木山場制度とは,伐採出願

者に対して政府が免許を発行し伐採を認める代

わりに,｢木税｣とよばれる伐採税を納めさせ
る制度である｡ 伐採出願者が伐採を許可された

森林区域を ｢伐木山場｣と言った｡伐木山場は,

すべて奉天省 (現在の遼寧省)に設置され,そ

の数は22ヶ所あった｡

一方,林業政策の専門機関が設置されるのは,

清朝末期の光緒年間のことである｡ 戊成維新の

一環として1898年に農工商総局が中央政府内に

設置され,同局の農務司という機関が林業を管

理するものとされた｡その後,政府機構の改変

によって1903年には商都の平均司が林業を主管

し,1906年に商都が農工商部に改組されると平

均司から農務司へ管轄が移った｡清朝の林業政

策をみる上で留意すべき点は,材木の経済性が

7) 中東鉄道は,中華民国設立するまで東清鉄道と呼ばれ

た｡東は ｢ニコリスク･ウスリスキー｣より西は満洲里

に至る路線を本線とし,瞭爾演から分岐して,霧中国境

の ｢ポクテニチナヤ｣に至る路線が東部線と呼ばれた｡

8) 陳喋 『中国森林史料』中国林業出版社,1983年,
233-237ページより算出｡
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認識されていない段階において,材木の所有権

が林地所有権から分離されていなかったことで

ある｡ 材木に対する林地所有者の利権が暖味な

もので,慣習的に認められていたのである｡

2 中華民国時期の林政

中華民国時期も林業政策機関は,めまぐるし

く変化した｡最初に,清洲国成立までの中央政

府における機関の変遷を整理しよう｡孫文の中

華民国臨時政府は,1912年に実業部を設け,同

部の農務司が林業を主管するものとした｡素性

凱が中華民国総統に就任し首都が南京から北京

に移ると,新たに農林部が設置され,同部の山

林司が林業を主管する機関となった｡1913年に,

農林部と工商都が統合され農商都となり,同部

の農林司が林業を管理することになった｡1916

年には,農南部に林業だけを専門に主管する林

務処が設置されたものの,まもなく撤廃され,

農林司が継続して林業政策に携わった｡1928年

3月に,蒋介石の国民政府が南京に成立すると,

農鉱部が設置され,同部の農林司が林業を主管

した｡同年10月には,農鉱部に林政司が設置さ

れ,林業政策の独立機関が設けられた｡1930年,

農鉱部と工商都が統合され実業部となり,林政

司も林墾署と名称が変更された｡

また,中華民国時期には,地方に中央政府直

属の林業機関が設置された｡満洲についてみる

と,1912年に,農林部直属の書林林務総局とそ

の下の奉天林務分局と恰爾潰林務分局が設置さ

れ,満洲の国有林発給を管理していたが,1917

年に撤廃された｡1918年8月,西原借款の一部

としての ｢青黒金鉱森林借款契約｣が成立する

と,書林 ｡黒竜江両省林政統一という理由によ

り,中央の農商都直属の書林森林局と黒竜江森

林局が設置された｡1929年には,満州国有林発

給の弊害を防ぐため,乗三省国有林整理委員会

が成立し,清洲林業の統一的管理が試みられた

が,満州事変により撤廃された9)｡

9) 林業機関の変化について,南京林業大学林業遺産研究

室編,熊大桐等編 『中国近代林業史』中国林業出版社,

1989年,589-602ページを参照されたい｡
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第 1表 満洲と日本の森林所有関係

術 語 森 林 国 有 林 公 有 林 私 有 林

日本森林 林地及林木 林地-国有 林地-公有 林地-私有

演 林木-国有 林木-公有 林木-私有

滴洲森林 森林条例- 林地-国有民有たるを間 林地-公有 林地-私有

揺 林地林木 わず 林木-公共団体の伐採権を 林木-私人の伐採権を取得

其他の法令 林木-民の植付を除く 取得せるもの,叉は植付け せるもの,叉は植付けたる

出所 :南清洲鉄道株式会社経済調査会編 『満洲成文法上に於ける私有林,公有林の意義に就て』1933年3月,10ページ｡

以上の中央および中央直属の地方機関のほか

に,特定地域の森林を管理する地方政府所属の

林政機関も存在した｡代表的なものとして,拾

爾潰木石税費総局があげられる｡ 同局は,吉林

省財政庁の-機構として,中東鉄道東部沿線と

総花江下流域の森林伐採権の発給と徴税を管理

した｡このように,中華民国時期の林業管理は,

中央および中央直属地方機関,地方政府所属機

関の二層構造になっており,相互の管轄範囲と

権限が複葉酎こ入り組んでいた｡

清の時代と比べると,この時期の林業政策上

の最大の変化は森林所有権の変化である｡ 前述

のように,晴代までは森林所有権の概念がなく,

慣習的に土地所有権に含まれていたが,中華民

国時期になると,森林は国の財源として重視さ

れ,森林所有権は土地所有権から分離されるよ

うになった｡中華民国成立直後,政府は一連の

森林法規を公布し森林所有権を確定した｡1912

年の ｢無主ノ森林ハ之ヲ国有こ帰スルノ件｣に
よって,無主の山林はすべて国有化された｡

1914年の ｢森林法｣と1915年の ｢森林法施行規

則｣により,林野所有は国有 ･公有 ･民有の三

つに分類され,さらに材木が林地と切り離され

独自の所有権物とみなされるようになった｡そ

して,材木はすべて国有であるとされた｡第 1

表は,清洲の森林所有関係を日本と比較して整

理したものである｡

滴洲においては,1912年12月,｢東三省国有

森林発放暫行規則｣が公布され,伐採権限の発

給が行われるようになった. 一定区域に分割さ

れた森林は ｢林場｣と呼ばれる｡ その林場に対

する一定年限内の伐採権を ｢林場権｣という｡

政府は,林場権を受領した者に対して,｢林照｣
という許可証を発行し,伐採を行うとき税金を

納付する義務を課した｡林照を取得できる者は,

｢暫行規則｣第三条により ｢森林ノ払イ下ゲヲ

受クル者ハ民国ノ国籍ヲ有スル者二限ル｣とさ

れた｡この規定から,中央政府の自主開発 ･外

資排除の方針が読み取れる｡ 国有林の伐採引受

けは,農商都所属の森林局によって直接管理さ

れた｡公有林と民有林については,慣習重視の

考えから,林地所有者の引受け優先権がある程

度に保障され,農南部一省長公署一実業庁-県

知事という管理体系で,｢吉林省領有地照者承

領森林弁法｣などの地方法規に準拠して管理さ

れた｡国有林の最も多い吉林省を事例にみると,

1921年までに146ヶ所の林場があった｡その総

森林面積は105277万里であり,第2表に示した

ような分布状況にあった｡

国有林 ･公有林 ･民有林は ｢一般林場｣と呼

ばれ,そのほかに清朝時代から国際条約によっ

て成立した ｢特殊林場｣も存在した｡日中合弁

会社である鴨緑江採木公司の専属林場とロシア

が取得した中東鉄道沿線の林場などがそれであ

る｡ このような日露両国がすでに取得した利権

は,1914年8月に修正された ｢乗三省国有林発

放規則｣第二条によって既得権益として追認さ

れた｡ロシア人資本が集中していた中東鉄道東

部沿線の37ヶ所の特殊林場に対しては,1916年

1月に設置された槍爾潰木石税費総局 (恰爾潰

木石税局の後身)が伐採許可証を発行する権限

を持っていた｡
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第2表 吉林省における林場数と森林面積分布

林場数 森林面積 林場数 森林面積 林場数 森林面積

書 林 6 430 額 穆 22 4,430 敦 化 12 2,198

敦,顔,樺間 1 83,426 和 竜 6 575 嘩 春 1 200

寧 安 7 1,315 同 案 15 1,342 穆 稜 5 175

密 山 1 150 濠 江 3 496 樺 旬 31 5,685

樺,敦 間 2 400 延 書 10 872 江 清 8 990

荏,琴 間 1 200 五 常 5 756 方 正 7 1,087

注 :森林面積単位は方里である｡1万里-33町45｡書林省長公署楢案の一覧表によるo ll仝宗7-8,巻2530｡
出所 :孔経緯こ『東北経済史』四川人民出版社,1986年,234-244ページo

孔経緯は,滴洲における林照発給は材木商人

による林場権の私有化をもたらしたと主張し

た10)｡しかし,国有林はもちろんのこと,公有

林及び私有林の材木所有権も国に属し,第1表

に示したように日本の森林所有権の内容とは

まったく異なっていた｡すなわち,清洲の林場

権は所有権ではなく,あくまでも一種の伐採特

許権に過ぎなかった｡そのため,林場権の発給

は,林政機関の自由裁量に委ねなられていた｡

また,林場を引受ける場合,林場の位置,境界,

面積を図面と共に申告し,林政機関の実測を経

て,林場の境界を明確にするという規定もある

が,ほとんど空文化になっていた｡中国の法習

慣は,｢土地上の権利の境界を定め且つ之を公
示するには必ず四至によるものとす｡四至とは

山川其他の標識を以て東西南北の限界を指示す

るものにして,当然四室内土地の面積と当該権

利の範囲とは一致すべき理なるに拘わらず,事

実は却て土地の潤樺と法の弛緩とよりして,四

至を遥に広大ならしめつつあり｡所謂浮多或は

余多とはこの 『延び』をいう｣というもので

あった｡そのため林場の確定の場合は,理論的

に ｢事実的な力に就いては浮多森林と雑も其権

利関係は林照面森林と大差なしと言うべき｣で

あったが,現実には ｢林場の浮多は法理上之を

許すべきに非るも,慣習の随力は行政力の不及

10) 孔経緯 『東北経済史』四川人民出版社,1986年,244
ページ｡

と相侯って,事実は四至内実面積を或は数倍,

或は数十倍にまで拡大せしめ,しかも浮多に対

して完全なる権能を主張して怪 しまざる態な

り｣11)という状態にあった｡このように,林場

境界は極めて厳密性を欠いていた｡これに加え

て,中央の林業機関と地方政府の林業機関が共

に林場を特許する権限を持っており,この多元

的な管理体制も,中華民国期の満洲において林

場権紛争が絶えず発生する原因となっていたの

である｡

H 満洲林業における日本資本の進出

1 投資概況

近代日本の対外投資が本格化したのは日露戦

後であり,清洲林業に対する投資もその例外で

はない｡レ-マ-の推計によると,1931年まで

に清洲に投下された日本の総投資額は14億円

(うち南清洲鉄道株式会社が7億 5千万円)で

あり,そのうち林業開発に投下された額は3134

万円であった12)｡林業の投資額が日本の対清洲

投資の全体に占める比率は,それほど大きくは

ない｡しかし,森林利権を獲得するには十分な

投資額であった｡その投資形態は,借款を除け

ば,すべて合弁会社であった｡1922年を事例に

1】) 南清洲鉄道株式会社臨時経済調査委員会 『吉林省にお
ける森林伐採に関する法律関係』1929年,13-14ページ｡

12) Remer,C.F,ForeignInvestmentsinChina,Macmiト

lan,1933.(雷麦 『外人在寮投資』商各印弔館 (中国語
訳),1959年,377ページ｡)
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第 3表 清洲における主要な日中合弁林業関連企業 (1908-1930年)

名 称 所在地 設立年月 事業内容 資本金 出 資 者 (出資比率 :浴)

鴨緑江採 木公 司 安 東 1908.9 林 業 3,000子兎 日本政府 (50.0),中国政府 (50.0)

鴨緑江 製材公 司 安 東 1915.10 製材業 250千円 大倉組 (50.0),鴨緑江採木公司 (50.0)

富 寧 造 紙 公 司 書 林 1917.ll 製紙業 250千円 王子製紙 (50.0),中国側 (50.0)

華 森 製 材 公 司 書 林 1918.10 林 業 2,000千円 王子製紙 (50.0),吉林省政府 (50.0)

豊 材 公 司 長 春 1918.ll 林 業 1,250千円 大倉級 (50.0),中国側 (50.0)

費 用採 木 公 司 書 林 1918.ll 林 業 1,000千円 形式は中国人企業,実質は王子製紙出資

中東海林実業公司 瞭爾賓 1919.2 林 業 1,500千円 日本紙器 (50.0),吉林省政府 (50.0)

慶 雲 製 材 恰爾賓 1919.5 林 業 2,000千円 三井合名 (50.0),吉林省政府 (50.0)

中 東 製 材 公 司 吟爾賓 1919.10 林 業 125千円 -

吉省興林道紙公司 書 林 1921.ll 製紙業 1,250千円 大倉組 (50.0),書林省側 (50.0)

札 免 採 木 公 司 吟爾賓 1922.6 林 業 6,000千元 満鉄 (33.3),シェフチエンコ商会 (33.3),黒龍江省政府 (33.3)

注 :1915-1920年,資本金は設立時点の金額を基準としたo出資比率は名目的な場合が多い｡1920年代,実際に設立され

た企業を掲出｡資本金,出資者は20年代末を基準とした｡
出所 :金子文夫 『近代日本における対満州投資の研究』近藤出版社,1991年,56,198,344ページより作成o

みると,日本の対清洲林業の合弁事業投資額は

3060万円であり,満洲における日本の合弁事業

投資総額2億1000万円の14.6%を占めていた13)｡

1926年に非日本法人森林伐採業投資が1890万円

で,非日本法人投資額3622万円のうち,52.2%

を占めた14)｡満洲における主要な日中合弁林業

関連会社は,第3表で示したとおりである｡

2 林場権の獲得経緯

満洲林業開発に投下された日本資本は,主に,

鴨緑江流域,松 ･豆 ･牡流域,中東鉄道沿線の

3地域に集中していた｡中東鉄道沿線について

は,次節で詳しく検討することにし,ここでは,

前者2地域における林場権の獲得経緯について

整理しよう｡

(1) 鴨緑江流域｡日本は,1905年の北京会議

で締結された乗三省事宣条約 (満洲二関スル日

13) 南清洲鉄道株式会社社長室調査課 『満蒙に於ける各国

の合弁事業』第1韓,1922年,53-61ページより算出｡

14) 満鉄調査資料第76編 『満蒙に於ける日本の投資状態』
1928年｡

清条約付属協約)第十条によって,鴨縁江流域

における林業開発の権益を獲得した｡それが具

体化されたのは,1908年の ｢鴨緑江日清合同材

木会社ノ件二関スル取極書｣であった｡その主

な内容は,①出資額 (日清両国が各自300万元),

②存続期間 (25年｡期限満了後さらに延長され

1941年に解消された),③収益配分 (総収益の

5%を報酬金として清国に上納し,残収益を日

清両国で均等配分),(む木材税の納付,⑤事業

区域の設定などであった｡これにより設立され

たのが,鴨緑江採木公司である｡最終的に,鰭

緑江本流流域の森林面積48万町のうち,40万町

が同公司の専採区域になった｡さらに,滞江流

域を含めた全流域の材木についても,同公司が

買収独占権を取得した｡

(2) 松 ｡豆 ･牡流域｡松 ･豆 ･牡流域は,ほ

ぼ吉林省に属する森林地帯である｡ 同地域に,

日本資本が本格的に進出するのは1917年以降で

ある｡1917年前から,日本資本は書林地方の林

業に進出していたが,それらの資本は中小 ･零

細資本であり,水害流失 ｡貸し倒れ 申為替相場
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公 司 林 場 面 積(町) 蓄 積 (石)針 葉 樹 広 葉 樹 合 計

富寧公司 拾爾巴嶺.張広才嶺一帯 68,145 29,336 20,542 49,878

華森公司 濠江県一帯 290,368 49,496 34,858 84,354

黄川公司 五常.静蘭額穆県一帯 114,155 35,405 38,878 74,283

豊材公司 樺旬.安図県一帯 38,940 21,982 10,649 32,631

興林公司 省内各地所在 71,390 13,055 ll,870 24,925

総 計 31カ所 582,998 149,274 116,797 266,071

出所 :前掲書 『王子製紙山林事業史』262ページ｡

変動などのため,その多 くは撤退 していた｡

1917年から,財閥系資本を中心とした大規模な

日本資本の進出が始まった｡その資本進出の特

徴は,｢東三省国有林発放規則｣などの法規に
より制限を受け,中国政界の有力者の協力を得

て合弁形態で林場権を獲得 していったことで

ある｡

王子製紙の林場権の獲得はその代表的なもの

であった｡王子製紙は,進出前に次の三つの方

針をたてていた｡すなわち,第-に,中国側の

既存会社による借款を通じて合弁会社を設立す

る｡第二に,中央政府または地方政府の高官に

働きかけて森林伐採権を獲得する｡ 第三に,既

存の合弁会社を通じて正規の払い下げ方針に

よってできるだけ多くの伐採権を獲得するとい

う方針であるユ5)｡実際の林場権の獲得もその方

針に従ったものであった｡たとえば,1917年11

月に設立した王子製紙系の富寧造紙公司の中国

側発起人代表者は,財政総長曹汝霧と参議院議

員陸宗輿であった｡さらに,役員に東三省林務

局長の胡宗液が就任しており,中央政府だけで

なく地方政府の重要人物との関係も深かった｡

また,同じく王子製紙系の華森製材公司は,書

林督軍孟恩遠-の借款によって設立した｡大倉

財閥の進出もほぼ同様である｡ 大倉系の豊材公

司の中国側の筆頭株主は,財政総長周自斉であ

り,同じく大倉系の吉省興林道紙公司の中国側

の筆頭株主は,書林督軍孟恩遠の後任者である

15) 前掲書 『王子製紙山林事業史』249ページ｡

絶景卿であった｡

また,資本金から見ると,名目上は日中双方

の半額出資であったが,実際にはほとんど全額

を日本側が提供した｡富寧造紙公司の中国側出

資額12万 5千円のうち10万円は王子製紙が立替,

豊材公司と書省興林造紙公司の中国側出資額は

大倉級が全額立替,華森製材公司の中国側出資

額は王子製紙からの借款が充当された｡費用採

木公司は形式上中国企業であったが,その出資

金の全額は王子製紙からの借款であった｡合弁

企業の場合でも,実質はほぼ日本企業であった

と言える｡ 第4表に示したように,このような

方法で日本側が獲得した林場は,1923年に松 ･

豆 ･牡流域の日系林業会社 5社が合併して設立

された共栄起業株式会社の所有林場統計から知

ることができる｡

しかし,日本は,滴洲林業に巨額な資本を投

下したにもかかわらず,その結果はほとんど失

敗に終わった｡1930年の満鉄による調査による

と,｢これ等滴洲関係者森林業者にして一定の
林場を有し事業を行ひ屠るものの中,今日業績

の見るべきものあるは,独り日支政府合弁たる

鴨緑江採木公司あるのみ｡他は札免,中東海林,

共栄起業が倭に鎗喉を保てるを良として,他は

悉 く壊滅に帰している｣16)とある｡以下節を改

めて,中東鉄道東部沿線に進出した中東海林実

業公司を事例としてその失敗原因を検討してみ

たい｡

16) 三上安美編 『満洲材の日本に対する価値』満鉄調査課,

1930年,200ページ｡



調査と研究 第30号 (2005.4)

第5表 1924-1926年度年吉林省木税,山分税,木石照費収入予算表 (単位 :元)

年度 木 税 山 分 税 木石照費 合 計 (%) 経常歳入合計 (%)

1924年 531,006 114,455 200,184 845,645(9.0) 9,377,627(100)

1925年 594,636 154,455 200,184 949,275(8.6) ll,050,906(100)

出所 :南満州鉄道株式会社庶務部調査課 『吉林省の財政』1928年より算出｡

第6表 1925-1926年度吉林省城木税局,瞭爾演木石税費局木石税摘徴収額表 (単位 :元)

年度 省城木税局 (形) 瞭爾演木石税費局 (%) 合 計 (%) 吉林省税指徴収総額 (%)

1925年 421,081(6.2) 403,831(6.0) 824,912(12.2) 6,750,731(100)

出所 :前掲書 『吉林省の財政』228-231ページ,民国15年税摘徴収額表｡

注 :徴収総額中には出産,錆場,蕗税,酒税,斗税,牙税,木税,山恰木桶票費,牲畜税,屠宰税,硝滴指等十三項を

含む｡

ⅠⅠⅠ 中東海林実業公司の林場権紛争

1 中東鉄道沿線におけるロシアの租借林場と

喰爾潰木石税費総局

中東鉄道沿線の林業開発は,ロシアが同地域

に利権を獲得したことにはじまる｡1896年 ｢露

清同盟密約｣(カシニー条約)が締結され,同

条約によって,ロシアは中東鉄道を中心とする

森林伐採権を含めた広範な利権を獲得した｡中

東鉄道の敷設は1898年から着工され1901年に完

成したが,鉄道建設のために沿線の森林開発が

大きく進展していた｡さらに,機関車燃料など

安定的な木材供給を確保するため,ロシアは

1903年に中国に対して沿線森林の租借交渉を開

始した｡まず,1904年に黒龍江省において ｢中

東鉄道黒龍江省内伐木契約｣を締結した｡さら
に,書林省においても日露戦争の影響で締結が

遅れていたが,1907年に ｢中東鉄道会社書林省

内伐木契約｣を締結した｡また,1912年に新旧

林場交換のために ｢黒龍江省内伐木契約追加約

款｣を締結した｡以上の契約を通じて,ロシア

は中東鉄道沿線および総花江の下流流域の3つ

の租借林区を獲得した｡この3つの租借林区を

合わせて ｢中東鉄道林区｣といった｡このほか
にも,ロシアは中東鉄道を建設するときに自国

資本家を動員して,彼らに沿線の森林伐採権を

獲得させた｡中東鉄道林区と同様にこれらの個

人林場も租借林場であり,伐採地域が広くかつ

期限が20年から90年までという非常に優良な林

場であった｡1915年までに,個人林場の数と面

積は,東部沿線の林場数が4ヶ所,面積が6650

平方露里,西部沿線の林場数が18ヶ所,林場面

積が10610平方露里であった17)｡中華民国成立

以降は,これらの林場は既得権益として中国側

に承認された｡ロシアが獲得した租借林場は,

日本が鴨緑江流域で獲得した特殊林場権と同じ

性質を持ち,恰爾潰木石税費総局の管理を受け

ていた｡

喰爾演木石税費総局は,そもそも主として中

東鉄道をめぐるロシアと中国の紛争発生を事前

に避けるという目的で設立されたもので,吉林

省財政庁に所属する地方政府機構であった｡そ

の主な機能は,管内林場の木税徴収と伐採許可

証の発給である｡ その管轄範囲は,中東鉄道東

部沿線および松花江下流付近の支流一帯の森林

であった｡1927年前後の数字をあげると,管轄

林場が合計37ヶ所あり,中東海林実業公司が所

有する大海林河林場と北港林場もこのなかに

17) 前掲書 『東北経済史』145ページ｡1露里-約1067m｡
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あった18)｡

まず,徴税権限について見ると,瞭爾演木石

税費局が徴収した木税は地方税であった｡第6

衣,第7表で示したように,その木税は吉林省

の巨大財源となっていた｡

伐採許可の権限については,管内に ｢一般法

により農工部 (事実上は旧農商都)の特許する

林場権と特別法により本局の特許する林場権と

が混合することなきを保せず｡かくて,如是き

二種の林場権が-地に競合したる時の処置に関

しては法を定めて,特別法に基づき本局の特許

する林場権者に優先力を与えて先ず森林を伐採

せしめること｣19)と法規で定めてられていたこ

とからわかるように,中東鉄道東部沿線におい

ては中央林政機関より大きな権限を持っていた｡

2 中東海林実業公司の設立経緯

ロシア革命の影響により,北清洲におけるロ

シア勢力の影響力が後退すると,日本資本が中

東鉄道沿線の林業に進出をはじめた｡最初に,

東洋拓殖株式会社 (以下,東拓と略記)が,営

利事業の一つとして,また会社の木材供給を補

うために,国家事業として満洲林業に進出した｡

その会社形態は,前述した ｢東三省国有林発放

規則｣に制限され,合弁会社という形を取らざ

るを得なかった｡当時,日本の外務省は,日露

協約の精神およびロシア復興後の配慮から,ロ

シアに参与させ,日露中三国合弁会社を設立す

る案を乗拓側に提示して慎重の態度を示してい

18) 瞭爾演木石税費総局の管轄林場については,南滴洲鉄

道株式会社臨時経済調査委員会 『吉林省における森林伐

採に関する法律関係』1929年,50-53ページを参照され

たい｡

19) 前掲 『吉林省における森林伐採に関する法律関係』52

ページOまた,補償弁法としては,恰爾演木石税費総局

査禁私欲森林解法 (民国13年1月18日書林財政庁指令第

716号 民国13年 1月26日書林公報所載)第三条に次の

ようにある｡｢農商都ノ伐採許可証ヲ受領シタル各林区
ガ若重複シテ本局ヨリ伐木許可証ヲ交付シタル区域内二

在トキハ前年認可ヲ申請シタル耕法二依り偽ホ本局伐木

許可証ヲ受領シタル森林業者ヲシテ伐採セシメ原木代金

ヲ徴収シテ之ヲ分配給与スベク‥.｣(南清洲鉄道株式会

社庶務部調査課 『対訳東三省森林法規類纂』1926年9月

111-112ページ)｡
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た20)｡しかし,東拓は経営上ロシア人の参与を

不必要とし,さらに中国側の利権回収運動の高

まりにより,ロシア人が参与すると伐採権を取

り返される口実を作り逆に不利だと説得して,

外務省から会社設立の承認を得た｡

当時の中東鉄道東部沿線の林場権は,ほとん

どロシア人が所有していたため,ロシア人から

林場権を買収することが考案された2ユ)｡ただし,

ロシア人力ワルスキーと中国側がかわした牙不

力林場に関する ｢林区租借契約要領｣22)からわ

かるように,中国の木石税局の許可なくして第

三者への譲渡および会社化をしてはならないと

いう制約があった｡このような制約について,

拾爾演総領事伊藤尚武は,1918年6月20日外務

大臣後藤新平宛の電文の中で次のように述べて

いる｡｢他の露国人若しくは外国人譲る権利を

もって認めたる次第に非ざるを以って木石税局

はこの如き権利の移転に対しては何時にでも故

障を述べ之を認可せざる権限を有するものとな

るも若し特定の日本人にして,税局の認めを

以って確実なる事業家なりと為す者あらば,必

ずしも絶対に経営権の譲渡を拒否せざるべし-

(中略)-露国人の既得伐採権を譲受け之を経

営する事必ずしも不可能ならざるを悟 り｣｡こ

のように,木石税局は日本人による林場権の買

収に難色を示していたが,日本政府は買収引受

会社を国策会社もしくは大企業に一本化するこ

とで買収が可能性であるという見通しを持って

いた｡そして,1919年3月1日,東拓は,瞭爾

演木石税局の認可を得て,イギリス人ジョンス

とスウェーデン人ガリユセルが合同所有する北

港林場およびロシア人アゲ-エフ組合の製材事

業及びその所有する大海林林場の伐採権の買収

に成功した｡これによって,本店を恰爾演に置

く日中合弁会社,中東海林実業公司が成立した｡

20) JACAR:BO4011191600,内田大臣発在瞭爾頂伊藤

総領事宛電報,大正8年3月3日｡

21) ロシア革命直後,ソ連は中華民国政府と国交を樹立し

なかったため,中東鉄道は依然として東北における旧ロ

シア勢力によって支配されていた｡

22) 萩野敏雄 『日露国際林業関係史論』日本林業調査会,

2001年,271ページ｡
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第1図 中東鉄道東部地方林場一覧 (1924年 5月現在)

出所:南満洲鉄道株式会社庶務部調査課,満鉄調査資料第八十編『吉林省の林業』1928年,230ページO
注:数字は面積単位平方露里を示す｡

中東海林実業公司の2つの林場の面積と材積

の概数は以下の通りであった｡大海林林場は総

面積15万町歩,利用面積10万5千町歩,総材積

9828万石であった｡北港林場は総面積12万8千

町歩,利用面積11万3千町歩,総材積3720万石

であった｡林場位置は,第1回で示した通りで

ある｡ この2つの林場は中東鉄道東部沿線に位

置するため,当然のことながら,恰爾潰木石税

費総局の管理を受けることになった｡

株主についてみると,設立当初は株主64人で

株数6万株,総董事長は栄作舟,理事長は吉野

小一郎であった｡資本金は,300万円を日中折

半で,1919年11月末の時点では,払込額は150

万円であった｡従業員数は日本人,ロシア人,

中国人合わせて約80人｡工場使用人数は約200

人｡伐採と搬出作業に従事する労働者は,詳細

については分からないものの数百人であった｡

その営業内容は,森林伐採と製材事業,電灯,

製粉,窯業等であった｡営業成績は,第-回決

算報告 (1919年3月1日から同年11月30日ま

で)の損益計算書によると,利益384021.04円

の うち,製材売上金378582.35円,損失は

381772.11円,当期純益は2248.93円であった23)｡

僅かであるが,設立開始から利益を挙げたこと

により,経営陣は公司経営の将来について楽観

的見通しを持っていた｡

3 大海林林場の林場権紛争

しかし,見通しとは逆に,中東海林実業公司

は経営難に見舞われる｡ その原因として,萩野

敏雄は,政治面において中国における排日機運

と地方官憲による事業妨害があったこと,経営

23) JACAR:BO4011191600｢第一回決算報告｣｡
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第 7表 中東海林採木公司の初期事業収支 (単位 :円)

年度 収 入 (A) 支 出 (B) A-ち 備 考

初年度 ll,258 165,003 (153,745) 1カ年半2年度 136,472 451,574 (315言02)

3年度 823,338 896,259 (72,921) 更正予算

出所 :萩野敏雄 『日露国際林業関係史論』日本林業調査会,2001年,294ページ｡

注1):初年度の期間は,大13.3.15-14.3.31

2):2年度の期間は,大14.4.1-15.9.30

3):3年度の期間は,大15.10.1一昭2.9.30

4):外務省外交史料館所蔵 ｢中東海林採木公司関係一件｣

面においては伐出距離が遠隔であることや経営

管理が粗放であった点などを指摘した24)｡具体

的には,同公司が設立した1919年7月に,奉天

軍閥の張作霧と書林軍閥の孟恩遠が対立する

｢奉書問題｣によって,同公司の株主である

(3000株)孟恩遠が失脚して絶景卿が書林督軍

に就任する事件があった｡さらに,1920年 1月

に,日本人間でも理事長吉野小一郎を筆頭とす

る日本人株主と東拓との間で内紛があり (その

詳細不明),公司に関わる権利を日本紙器に一

旦譲渡し,1922年4月に買い戻しをするという

事件が発生した｡このような地方政権の不安定

性や内部紛争が,公司の経営に多大な悪影響を

与えたことは事実である｡しかし,本稿は,中

東海林実業公司の経営難の最大原因は,公司を

めぐって頻繁に発生した林場権紛争にあると考

えている｡ 以下,林場権紛争の経緯を整理し,

中国の林業政策との関係から経営難の要因を検

討しよう｡

(1) 書林省議会との紛争｡公司設立 1年後の

1920年3月に,吉林省議会議員孫恩淳25)は ｢海

林公司之質問｣を議会に提出し,公司の伐採権

の合法性について質問し,吉林省政府に5日間

以内に回答するよう求めた｡その質問の内容は,

24) 前掲 『日露国際林業関係史論』293ページ｡

25) 孫は寧安出身の書林省議会議員で,1919年に富寧造紙

有限公司 (王子製紙出資の日中合弁企業)関連の寧安

軽便鉄道に対しても,反対取消請願の公文を書林省

長に提出 し,鉄道の敷設を中止させたO(JACAR:

BO4010939400,支那電気軽便鉄道関係雑件/満蒙ノ部

第三巻8寧安軽便鉄道)

中の ｢中東海林採木公司二関スル報告意見書｣より作成｡

中字新開 ｢益世報｣の1920年3月19日号に掲載

されている｡ 質問は全部で3つあった｡質問の

1は,中東鉄道合同の規定によると,そもそも

ロシア人が鉄道付近の石頭河子,高嶺子の2ヶ

所において伐採できる範囲は25華里以内しか認

められていなかったのに対し,公司の林場範囲

が境界を越えていること26)｡そして,喰爾演木

石税費総局の林照発給についても ｢侵権越狙｣,

｢仮公演私｣,国有森林発給の法令に抵触する

ことであった｡質問の2は,そもそも公司が買

収する以前に,外国人がどのようにして林場権

を獲得したのかについて説明を求めた｡質問の

3は,公司設立手続きの合法性について,つま

り ｢該公司は単に成立せりと称するも果たして

当該官庁より法によって調査し部に望して核准

備案を経たるものなるや否や｣であった27)｡こ

のように,孫の質問は,すべて瞭爾演木石税費

26) 中東鉄道合同とは,中東鉄道会社と中国政府の林場契

約である｡実際には,中東鉄道の租借林場が吉林省に於

いてはチグロオワヤも含んで三箇所があり,ただその当

時は公式的に結了しなかった｡(南清洲鉄道株式会社庶

務部調査課 『滴洲の森林』1924年,4ページ)実は薪述

したように,中東鉄道会社以外にも,多数のロシア人が

自分の名義で沿線林場を大量に入手していた｡彼らの獲

得林場は,中東鉄道会社の租借林場と同様に,租借林場

として認められる｡中東鉄道会社の契約については,

｢中東鉄道会社卜当地道台トノ間二締結セル採炭,伐木

及鉄道用地買収二間スル特約送付ノ件｣を参照されたい

(JACAR:BO4011185600,支那森林関係雑件/4中東

鉄道庁ノ支那政府ヨリ得タル森林地二間スル件)｡

27) JACAR:BO4011191700｢中東海林実業公司二関ス

ル件｣在支那特命全権公使小幡酉吉発,外務大臣内田康

哉宛,大正9年3月19日｡｢当該官庁｣とは恰爾演木石

税費総局のこと｡｢部｣とは農商部のこと｡
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総局の林業管理に関わるものであった｡

孫は農商都-請願し,公司伐採権の取消を要

求したが,農商都は公司の伐採権が合法である

と答弁した｡その回答は,①中東鉄道沿線の森

林は吉林省木石税局が伐採契約によってロシア

商人の伐採を許可するもので,ロシア商から買

回して合弁会社を組織したことは部分的な利権

回収といえる｡ ②越界伐採と林照の濫発に関し

ては証拠がないため,官員を派遣し査察させる

という意見であった28)｡

(2) 保源公司 ｡振源公司との紛争｡吉林省議

会との紛争は一段落を告げたが,1920年4月に

なると,公司林場に隣接した保源公司29)と振源

公司の2会社が,1917年に農南部から中東海林

実業公司の林場を引き受けたと主張した｡そし

て,両公司は,その林場の一部伐採許可を請願

するため,林場境界を確定する必要があるとし

て,林場に対する立会踏込み調査を要求した｡

中東海林実業公司は,保源公司と振源公司には

公司林場内の伐採権がないと反論し,両公司が

仮に農商部から林場権を獲得していたとしても

公司と直接の関連がなく,公司としては立会踏

込み調査に参加する必要もなく義務もないと拒

否した｡すると,保源公司と振源公司は,中東

海林実業公司に対して林場図面の提出を要求し

た｡また,両公司は,中東海林実業公司の硯林

場面積が前管理者時期より拡大しているとし,

拡大した部分の没収を主張したのである｡

1920年 5月7日には,寧安県知事が砲兵数十

名を林場に派遣し中東海林実業公司による伐採

作業を禁止するという事件が発生した｡この事

態を受けて,在中国公債小幡酉膏は,在書林総

領事森田寛蔵に対して,書林地方官憲を戒告す

るように指示を出した｡そして,5月29日,蘇

田は,吉林省長と面会しその旨を伝達した｡6

月3日,吉林省政府の交渉担当者は森田を来訪

し,寧安県知事が紛争の原因について省長に報

28)JACAR:BO4011190700｢中東海林実業公司こ関ス
)i,答弁Jo
29) 保源公司の法人代表石景秀は,前述の孫恩薄と共に軽
便鉄道反対取消請願に参入した寧安県農会の代表者で

あるo
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告した内容を伝達した30)｡その報告によると,

｢昔に森林局より地方民が梅林地方の林場の払

下を受けたるに,公司側は之を以て自己既得林

場の上に重複して払下たるものなりとて之を否

認するにありし処,地方民は公司に対し農南部

の執照を提示すべきことを迫り,該執照なき為

区域侵越なりとて反対し,遂に約二ケ月前地方

官の調停により公司,知事,木石局及地方民側

より- (中略)-現場に派遣し観測の上之を決

定｣したとあるように,紛争の原因は,公司と

現地民の間で林場権が重複して発行されている

ためであった｡また,報告の中で,寧安県知事

は,立会踏査に中東海林実業公司が参加しない

ため問題は解決できないと主張し,さらに同公

司が林場において地方民が薪材を拾集すること

禁止したため地方民の反感を買っている点を強

調した｡森田は,書林省長の交渉担当者に対し

て,森林局が木石局の権限を侵犯して二重払下

となっている事実があるならば,農南部から森

林局の不法なる払下を取消するよう発令すべき

だと交渉した｡

農商都に対する交渉の結果については不明で

ある｡ しかし,これらの紛争を経て,中東海林

実業公司は経営錐に陥った｡すなわち,｢上述
せるが如き頗る大なる抱負を以て大正八年三月

より事業に着手し著著事業の進捗を見Lが大正

九年に至り財界の不況に加え馬賊の跳梁甚だし

く之れが為に多額の費用を要し且つ大海林河林

場に関しては境界のことより石景秀を代表者と

する支那側会社保源公司並びに黄慶春を代表者

とする振源公司との間に問題を生じ之が為に非

常に事 業の妨害を受け兎角其経営面白からず｣
とある3り｡この経営不振のをか,中東海林実業

公司は改組に踏込まざるをえなくなった｡

1921年1月,公司理事の高橋勇は中国財政総

長の周自斉と会談し,財政部が600万円で公司

を買収して,財政部の北京の印刷局及び漠口の

30)JACAR:BO4011191800,在書林総領事発在支公使
宛電報 大正9年6月5日外務省着｡

31) 南満洲鉄道株式会社社長室調査課 『満蒙に於ける各国
の合弁事業』第2鴎,1922年｡
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製紙廠と連絡する官業として経営する案を立て,

1月13日の国務会議の決議を経た｡しかし,同

案は,公司によって否認され成立しなかった｡

その後,1922年4月,乗拓が公司の救済策とし

て171万円余で日本紙器から公司を買戻した｡

そして,東布は,吉林省方面における諸利害関

係が調整されるのを持って,吉林省政府との合

弁へ転換する案を提示した｡この合併案の背景

には,次の2点の思惑があった｡第1に,同公

司が省外人との合弁企業であるため省民の不満

を招いたと判断され,吉林省政府との合弁によ

りこの不満を和らげることができること｡ 第2

に,同公司の設立登記が未決済のため営業許可

証を持っていないという批判があり,省政府と

の合弁によりこの批判も回避できると考えたこ

とである｡ しかし,吉林省政府と交渉している

間に,吉林省政府の交渉関係者が転任し,書林

総領事も更迭されたため,同案は行詰り状態に

陥った｡そして,吉林省政府との再交渉を経て,

ようやく1924年に吉林省政府との合弁企業に改

組された｡企業名称は,｢中東海林採木有限公

司｣に変更された｡同公司の合弁契約第三条に
よって,現有する林場境界は中国側に承認され

た｡第三条には次のように記されている｡｢前

記二箇所の林場の地域面積及び四至は喰爾演木

石税費総局より発給する森林図面執照内に記載

しある通にして其土地所有権は偽お中華民国に

属す｣とある32)｡

4 北溝林場の越界伐採問題

しかし,公司改組以後も経営不振が続いた｡

また,吉林省政府との合弁についても日本国内

で批判が向けられた｡1924年3月15日の大阪朝

日新聞は,｢合弁条件は極めて不利且つ政策上

にも悪例であると評されている｣と報じている｡

その経営状況は,第7表で示したように極めて

不振であった｡その原因は,組織内部の冗員問

題及びコス ト管理の不徹底性,材木運搬方法の

不適切さなどの問題のほかに,北港林場におい

32) JACAR:BO4011192200｢中東海林採木有限公司契

約書｣｡

73

て再び紛争が発生したことであった｡

北港林場は,1907年ロシア人アゲ-エフが蛤

爾演木石税費総局から伐採許可を獲得したのを

晴夫とする｡ その後,イギリス人ジョンスを経

て,中東海林公司が彼から買収したものであっ

た｡その西側は,ロシア木材商人力ワリスキ-

が所有する横道河子林場に接していた｡カワリ

スキーは,ロシアより転籍したポーランド人で,

瞭爾潰製粉会社の持ち主であると同時に,北清

洲の大林場主でもあった｡1922年の満鉄調査に

よると,彼が所有する林場面積は,横道河子林

場を含む4つの保有林場を合わせて44.3万町に

のぼった｡また,労働者数は,1921年9月から

1922年8月までで1万4900名にのぼり,大規模

な林業経営を展開していた｡そのなかの横道河

子林場は,1919年6月27日に,喰爾潰木石税費

総局から直接に獲得したもので,その林場面積

は40980町,年間雇用労働者は2600名であった｡

同林場は,規定により,毎年伐採許可証を更新

して伐採を行っていた33)｡横道河子林場は,そ

もそも北港林場と隣接していなかったが,旧所

有者ジリヤンスキーが1911年9月に拡界の申し

込みを行い,1912年3月に許可証を新規に発給

されたことにより,北港林場と接近するように

なった｡そして,中東海林公司が成立する以前

から,すでに林場境界をめぐる紛争が発生して

いた｡その当時,木石税局は,横道河子林場の

拡界が北港林場の西界つまり黄花松旬子清東嶺

までとし,北港林場の元所有者アゲ-エフ側に

有利な判決を下していた｡しかし,中東海林採

木有限公司時代になり,再び紛争が発生するこ

とになった34)｡

1925年1月,中東海林採木有限公司は,カワ

リスキー側が公司林場内で伐採しているのを発

見した｡公司は吉林省公署に盗伐を訴え,吉林

省公署の命令により寧安県知事と瞭爾潰木石総

局から委員が派遣された｡そして,カワリス

キー側は,公司と立会の上,境界測定を行うこ

33) 前掲書 『日露国際林業関係史論』284-290ペ-ジ｡

34) 以下の紛争経緯については,JACAR:BO4011192400

を参照されたいO
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とを約束し,争議のある地域で伐採した材木の

遅出を停止することに同意した｡しかし,その

級,カワリスキー側は独自に技師を派遣して境

界測定を行い,その林図を木石税局に提示した｡

木石税局は,図面に示した境界を認め,伐採再

開を認可した｡それに対し,公司が抗議すると,

書林省長は1926年 1月9日に財政庁に命じて恰

爾横木税局と寧安県が現地に行って問題を解決

するように指示を出した｡ 1月14日,書林省長

は,伐採禁止令を出し,2月1日には盗伐材の

押収を命じた｡2月4日,公司がカワリスキー

側と直談判すると,カワリスキー側は盗伐及び

盗伐材2500本を連出したことを認めた｡公司は

盗伐材の押収を吉林省長に再要請した｡しかし,

2月7日,作業を停止させようとしたところ,

カワリスキー林場の山林警備隊は,伐採労働者

が失業する恐れがあるため,執行を猶予するよ

う公司に要請した｡さらに,木石総局は,財政

庁の指令に基づいて,公司の刻印がない材木の

運搬と横道河子駅から積出することをカワリス

キー側に許可した｡その理由は,盗伐材である

か否かを問わずにカワリスキー側のすべての材

木の遅出を禁止すれば,木税の徴収に支障が発

生するからであった｡公司側は抗議を重ね,4

月28日,書林省長公署は,木石税局に運単税票

の発給を差止めるよう指示した｡しかし,木石

税局ば,運単税票を発給していないと主張し,

盗伐材の認定については,両公司の林界を明確

してからはじめて認定できるとしたばかりか,

｢包套｣つまり林場の重複発給についても暖味

に言及した｡

8月28日,公司理事長深滞過は,書林軍務督

弁兼省長張輔臣に請願書を提出した ｡ その内容

は以下の3点であった｡① ｢中東海林公司ノ林

界 卜拾爾漆木石税費総局ノ不当措置｣について｡

② ｢カワリスキー盗伐ノ事実並二之二基ク責

任｣について｡(彰 ｢中東海林採木公司合弁契約

履行ノ義務 卜本件係争事件二村スル正当ナル解

決｣することであった｡深樺は,吟爾演木石税

局に対して,｢該木石税局前任局長ガ民国八年

中海林実業公司二間シ公ナニ為シメル証明トモ

背馳シ即チ同一官局ナルこ拘ワラズ前後矛盾こ

陥りタルモノこシ- (中略)-吟爾潰木石税局

ガカワリスキーこ対シ海林公司林場 卜重複シタ

ル地域即チ前記黄花旬子東嶺以東ノ地方二於テ

木棺ヲ伐採スルコトヲ許シタルハ其ノ目的木税

ヲ収入スルこ在りタルト否 トヲ問ハズ恰カモ一

女雨晴二等シキ不当ノ措置タル-｣と厳しく非

難した｡

9月になっても事態は好転せず,カワリス

キー側が続々と材木を遅出していた｡そのため,

公司は,吉林省政府と交渉すると同時に,長春

領事を通じて満鉄にカワリスキーの木材を差止

めるよう申請した｡これにより,カワリスキー

が満鉄を通して発送した木材を全部で34両を差

し止め,｢本件全体ノ解決ノ上二非常二有利ナ
ル立場ヲ作ル｣ことができた｡

この越界伐採事件によって公司は大きな影響

を受けた｡萩野敏雄は,事件費として1万6106

円を支出せざるをえない事態もあったと指摘し

ているが35),実際の損失はそれよりも大きいも

のであった｡1926年6月の公司の自らの主張に

よると,盗伐面積は289.75方華里で,盗伐によ

る損失は総材積で計算すると285万3745元にも

のぼった36)｡そして,1927年以後は,公司の事

業はほぼ中止することになった｡ また,満州国

成立以後,公司の吉林省政府の持ち株は滴洲国

政府に引き継がれ,まもなく満洲国の林場株整

理方針に直面したのである｡

ⅠⅤ 結 論

塚瀬進は,鴨緑江採木公司の経営面の問題に

ついて,公司が成立する際に,それまで中国人

伐採請負人 (木把)が担当していた伐採区域を

そのまま認めたため,土着伐採資本である料桟

および数量膨大の林業労働者の存在自体が,公

司経営の阻害となったと指摘した37)｡しかし,

書林地方と中東鉄道沿線の林業開発は,まった

35) 前掲書 『日露国際林業関係史論』295ページ｡

36) JACAR:BO4011192400｢里吉林省長文｣1926年6
月5日｡

37) 前掲書 ｢日中合弁鴨線江採木公司の分析｣｡



近代満洲林業に於ける日中合弁事業

く違う様相を呈した｡それは,これらの地域に

進出した日中合弁企業は,林場権紛争問題に頻

繁に直面したことである｡ たとえば,共栄起業

株式会社の場合においても,書林永衡官銀銭号

との林場重複問題や,札免採木公司との林場権

紛争があった｡このような林場権紛争は,企業

経営に大きな影響をもたらしたことはいうまで

もない｡一方,それとは対照的に,鴨緑江流域

においては,鴨縁江採木公司が広大なる伐採区

域を一元的に管理したことにより,林場権問題

は発生しなかった｡

本稿が取り上げた中東海林実業公司 (後の中

東海林採木公司)の林場紛争について整理しよ

う｡ 第 1に,大海林河林場の林場権問題は,輿

なる林政機関が発給した林場権が競合した事例

である｡ その原因は,滴洲林業の多元的管理構

造に起因し,また林場境界の不明確さと相まっ

て発生した紛争であった｡第2に,北港林場の

越界伐採問題は,林場権の暖昧さにつけ込んで

発生した一種の妨害事件として見ることができ

る｡ この紛争事件において,｢包套｣という林
場の重複発給問題は,地方林政機関である恰爾

演木石税局の発給基準の暖昧さに起因したもの

であった｡このような清洲林政における多元的

管理構造,林場境界の不明確さ,林場権発給規

定の任意性などの問題は,広くは満洲の社会制

度整備の立ち遅れに起因していた｡

林場境界の不明確さは,滴洲における土地制

度整備の遅れに関連する｡ 清洲の場合,国家政

策に先立って民間人が荒地を開墾し林野を占有

することが一般的であった｡中華民国時代に

なってはじめて,土地清文局を設け,浮多地の

整理,土地測量を行おうとしたが,住民の反対

によって破綻せざるをえなかった｡このような

土地制度の不備が,林業境界を暖味にさせた原

因となったのである｡

恰爾漆木石税局は,そもそもロシアの伐採企

業から徴税を行うために設立された機関であっ
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た｡木石税局が民国に入っても存在した理由は,

同局が徴収した木税が吉林省政府の重要財源と

なっていたからであった｡特に,満洲では地方

軍閥が割拠し,木税は軍費を賄うための重要な

手段の一つとなっていた｡そのため,木石税局

は,中央の農商都の統制が及ばない地方軍閥の

徴税機関となり,満洲林政の多元的管理構造を

形成した｡

林場株発給が任意的であった原因は,管理機

関が重複していることだけでなく,林場権とい

う概念が極めて不明確な形であったことにも関

係していた｡特に,前述したように,林場権は,

所有権ではなく一種の伐採特許権であり,伐採

権利という性格が発給を極めて任意にする前提

条件となっていた｡その意味で,中華民国時代

の林場権所有制は,不徹底性を持ち,清朝時代

より進んだとはいえないであろう｡

中華民国時代には,林政機構整備を図ると同

時に,｢森林法｣をはじめとする数多くの林業
法規が制定されたが,その実効力は必ずしも強

くなかった｡特に,林木を土地から分離して独

自の所有物としながらも,土地調査事業が整備

されていない段階で ｢東三省国有森林発放暫行

規則｣などによって林場権の発給に踏み込んだ

ことは,林場権紛争など大きな弊害をもたらし

た｡そのため,満洲林業に進出した数多くの日
中合弁企業は大きな影響を受けたのである｡ 日

露戦争後に本格的に対外進出をはかった日本資

本主義は,清洲の森林利権に着冒して満洲林業

に進出した｡しかし,林場権を獲得するために

は,日中合弁企業という会社形態により中国の

法令に従わなければならなかった｡そして,満

洲林政の基礎条件が整備されてない段階に,そ

の林場権は到底確固たる保障を得ることはでき

ず,紛争が絶えず発生した｡その紛争は,しば

しば中国側の利権回収運動や排日運動に起因す

ると理解されているが,その根本的な原因は満

洲林政の欠陥に求めることができる｡




